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平成24年６月29日に提出いたしました第186期（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）有価

証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書

を提出するものであります。 

  

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況 

  ４ 関係会社の状況 

  

訂正箇所は  を付して表示しております。 

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】



  
第一部 企業情報 

第１ 企業の概況 

  ４ 関係会社の状況 

   (訂正前) 

 
(注) １ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

役員の兼任

（人）
営業上の取引

＜中略＞

NIPPON PAINT DECORATIVE 
COATINGS (THAILAND) CO., LTD.

タイ
 B 
   150百万

塗料の製造販売
51

(51)
─          ─

＜中略＞

NIPSEA CHEMICAL (SHANGHAI) 
CO., LTD.

中国
 RMB 
     331万

表面処理剤の製造 
販売

51
(51)

─ 技術供与

NIPPON PAINT (SHANGHAI) 
CHEMICAL CO., LTD.

中国
 RMB 
   3,417万

表面処理剤の製造 
販売

51
(51)

─ ─

NIPPE TRADING (SHANGHAI) 
CO., LTD.

中国
 RMB 
     165万

塗料原材料の販売
60 

(60)
─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(CHINA) CO., LTD.

中国
 RMB 
     248万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(ZHANGJIAGANG) CO., LTD.

中国
 RMB 
   4,239万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(TAIWAN) CO., LTD.

台湾
 NT$ 
     500万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(KOREA) CO., LTD.

韓国
 W 
 1,000百万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(SINGAPORE) PTE., LTD.

シンガポール
 S$ 
      16万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE (H.K.) 
CO., LTD.

香港
 HK$ 
      50万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(MALAYSIA) SDN. BHD.

マレーシア
 M$ 
      10万

船舶用塗料の製造 
販売

60 
(60)

─ ─

＜中略＞

NIPPON PAINT BOYA SANAYI 
VE TICARET LIMITED COMPANY

トルコ
 TL 
     140万

塗料の製造販売
100 

(0.9)
1 技術供与

＜中略＞

GUANG LI CHEMICALS (SHANGHAI) 

CO., LTD.
中国

 RMB 

   4,138万
塗料の製造販売

38.65 

(13.65)
─ ─

＜中略＞

(持分法適用非連結子会社)

NPT MARKETING CO., LTD. タイ
 B 

     200万
塗料の販売

51 

(51)
─ ─



  
(訂正後) 

 
(注) １ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合を内数で示し、〔 〕内は、緊密な者又は同意 

    している者の所有割合を外数で示しております。 

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

(％)

関係内容

役員の兼任

（人）
営業上の取引

＜中略＞

NIPPON PAINT DECORATIVE 
COATINGS (THAILAND) CO., LTD.

タイ
 B 
   150百万

塗料の製造販売
100

(100)
─          ─

＜中略＞

NIPSEA CHEMICAL (SHANGHAI) 
CO., LTD.

中国
 RMB 
     331万

表面処理剤の製造 
販売

100
(100)

─ 技術供与

NIPPON PAINT (SHANGHAI) 
CHEMICAL CO., LTD.

中国
 RMB 
   3,417万

表面処理剤の製造 
販売

100
(100)

─ ─

NIPPE TRADING (SHANGHAI) 
CO., LTD.

中国
 RMB 
     165万

塗料原材料の販売
100 

(100)
─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(CHINA) CO., LTD.

中国
 RMB 
     248万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(ZHANGJIAGANG) CO., LTD.

中国
 RMB 
   4,239万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(TAIWAN) CO., LTD.

台湾
 NT$ 
     500万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(KOREA) CO., LTD.

韓国
 W 
 1,000百万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE 
(SINGAPORE) PTE., LTD.

シンガポール
 S$ 
      16万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE (H.K.) 
CO., LTD.

香港
 HK$ 
      50万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

NIPPON PAINT MARINE  
(MALAYSIA) SDN. BHD.

マレーシア
 M$ 
      10万

船舶用塗料の製造 
販売

100 
(100)

─ ─

＜中略＞

NIPPON PAINT BOYA SANAYI 
VE TICARET LIMITED COMPANY

トルコ
 TL 
     140万

塗料の製造販売
100 

(0.43)
1 ─

＜中略＞

GUANG LI CHEMICALS (SHANGHAI) 

CO., LTD.
中国

 RMB 

   4,138万
塗料の製造販売 25 ─ ─

＜中略＞

(持分法適用非連結子会社)

NPT MARKETING CO., LTD. タイ
 B 

     200万
塗料の販売

48.9 

(48.9) 

〔51〕

─ ─
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【英訳名】 NIPPON PAINT CO., LTD.
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【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長  馬 場 良 一

【本店の所在の場所】 大阪市北区大淀北２丁目１番２号

【縦覧に供する場所】 日本ペイント株式会社東京事業所

（東京都品川区南品川４丁目１番15号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄３丁目８番20号）



当社代表取締役社長酒井健二及び当社最高財務責任者馬場良一は、当社の第186期(自 平成23年４月１

日 至 平成24年３月31日)の有価証券報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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